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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高（営業収益）には、消費税等は含まれておりません。 

２．第３期及び第４期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グルー

プへの出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は各期間の平均人員を（ ）外数で

記載しております。 

４．当社は、平成18年３月21日付で株式１株につき２株、平成18年７月11日付で株式１株につき10株の株式分割

を行っております。 

５．第４期より「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計

基準委員会 実務対応報告第20号 平成18年９月８日）を適用し特別目的会社等６社を連結対象としたこと

に伴い、営業収益の表示を売上高に変更しております。なお、第３期及び第４期中については、営業収益を

記載しております。 

６．第４期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

７．当社は、第４期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
12月１日 

至平成19年 
５月31日 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
11月30日 

売上高（営業収益） （百万円） － 867 9,674 2,062 20,383 

経常利益 （百万円） － 146 1,353 1,090 4,753 

中間（当期）純利益 （百万円） － 69 766 623 2,738 

純資産額 （百万円） － 1,409 7,469 1,346 6,878 

総資産額 （百万円） － 2,694 15,736 2,647 14,582 

１株当たり純資産額 （円） － 46,721.16 21,795.02 92,249.72 20,713.43 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － 2,364.24 2,313.76 49,218.57 9,296.11 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － － 2,206.23 － 8,272.68 

自己資本比率 （％） － 50.6 46.3 50.9 46.4 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） － △310 5,561 551 16,288 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） － △15 △2,042 △393 △1,489 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） － 341 △4,814 474 △7,994 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） － 1,406 7,839 1,391 9,129 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数） 
（人） 

－ 

(－) 

64 

(1) 

102 

(2) 

46 

(1) 

71 

(1) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．第４期の１株当たり配当額には、ジャスダック証券取引所への上場記念配当500円を含んでおります。 

３．第３期及び第４期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

ります。 

５．当社は、平成18年３月21日付で株式１株につき２株、平成18年７月11日付で株式１株につき10株の株式分割

を行っております。 

６．第４期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

７．当社は、第４期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
５月31日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
12月１日 

至平成19年 
５月31日 

自平成16年 
12月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成17年 
12月１日 

至平成18年 
11月30日 

営業収益 （百万円） － 548 1,932 1,364 5,667 

経常利益 （百万円） － 162 1,396 678 4,805 

中間（当期）純利益 （百万円） － 86 779 382 2,784 

資本金 （百万円） － 260 1,649 260 1,627 

発行済株式総数 （株） － 29,192.8 334,408 14,596.4 326,888 

純資産額 （百万円） － 1,194 7,150 1,158 6,631 

総資産額 （百万円） － 2,271 9,649 2,285 9,942 

１株当たり純資産額 （円） － 40,930.85 21,382.19 79,391.51 20,287.63 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） － 2,948.59 2,352.05 30,180.74 9,452.21 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） － － 2,242.74 － 8,411.59 

１株当たり配当額 （円） － － － － 1,000.00 

自己資本比率 （％） － 52.6 74.1 50.7 66.7 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
－ 

(－) 

39 

 (－) 

57 

 (－) 

30 

(－) 

42 

(－) 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社18社並びに持分法適用会社１社により構成されており、ファンドの組成・管

理・運用等を行うアセットマネジメント事業、不動産物件への投資、上場企業・未上場企業への投資、証券仲介業務

等を行うインベストメントバンク事業及びその他事業を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

当中間連結会計期間における、主要な関係会社の異動については「３ 関係会社の状況」に記載しております。 

３【関係会社の状況】 

 （1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

  

 （注）１.主要な事業の内訳欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２.議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

 （2）当中間会計期間において、以下の関係会社が減少しております。 

  

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

株式会社ファインキ

ャリア 

 東京都千代田区 30 
 その他事業 

（人材紹介・派遣業） 

100.0 

(100.0) 

 （役員の兼務） 

 3人 

（取引関係） 

 － 

株式会社アートイッ

ト 
 東京都港区 18 

 その他事業 

（出版業） 

100.0 

(100.0) 

（役員の兼務） 

 3人 

（取引関係） 

 － 

有限会社ケレオス・ 

プロパティー 
 東京都千代田区 3 

インベストメントバンク事業 

（不動産流動化業） 
0.0 

（役員の兼務） 

 － 

（取引関係） 

 匿名組合出資 

有限会社アグライ

ア・プロパティー 
東京都中央区 3 

インベストメントバンク事業 

（不動産流動化業） 
0.0 

（役員の兼務） 

 － 

（取引関係） 

 匿名組合出資 

有限会社ミノス・プ

ロパティー 
東京都中央区 3 

インベストメントバンク事業 

（不動産流動化業） 
0.0 

（役員の兼務） 

 － 

（取引関係） 

 匿名組合出資 

FCアントレプレナー

ファンド 
東京都港区 － 

インベストメントバンク事業 

（証券投資業） 
100.0 

（役員の兼務） 

 － 

（取引関係） 

 委託者 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容 

議決権
の被所
有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

有限会社ヘルメス・

プロパティー 

東京都港区 3 
インベストメントバンク事業 

（不動産流動化業）  
0.0 

（役員の兼務） 

 － 

（取引関係） 

 匿名組合出資  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）

外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．当社グループの従業員数が当中間連結会計期間中において、31人増加しましたのは、主として業務拡大に伴

う期中採用によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

ります。 

２．従業員数が当中間会計期間中において、15人増加しましたのは、主として業務拡大に伴う期中採用によるも

のであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

アセットマネジメント事業 54 （１） 

インベストメントバンク事業 20 （－） 

その他事業 15 （１） 

全社（共通） 13 （－） 

合計 102 （２） 

  平成19年５月31日現在

従業員数（人） 57（－） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

   当中間連結会計期間における我が国の経済状況は、設備投資に足元一服感が見られるなど先行き鈍化の可能性が見

  受けられるものの、個人消費の回復や雇用環境が良好に推移するなど緩やかな成長が持続しました。当社グループの 

  主要事業である不動産業界では、３月に地価公示の発表があり、都心一等地及び特定地方都市では地価の上昇傾向が 

  見られましたが、その他地方圏では下落傾向が続いており二極化の様相が鮮明化してまいりました。民間調査会社調 

  べによるとJ-REITおよび不動産プライベートファンドの市場規模は、2006年12月末において11.7兆円となり、前年比 

  で3.9兆円増加しており、不動産市況は緩やかではありますが依然として拡大基調にあります。また、平成19年下期に

  金融商品取引法の施行が予定されており、不動産ファンドを含む私募ファンドも金融庁等の監視下に入りますが、こ 

  れまで組成してきた多くのファンドが公募型である当社グループには大きな追い風になるものと推察されます。加え 

  て、株式市況においては、２月末の上海総合株価指数暴落に端を発した世界同時株安後、世界の主要市場が戻り高値 

  を更新する中で、日本の株価は、企業の慎重な３月期業績見通しや米国経済停滞への懸念等から日経平均株価は１万 

  ７千円台半ばでの一進一退の動きが続きました。      

   このような状況のなか、当社グループはアセットマネジメント事業及びインベストメントバンク事業を中心にビジ 

  ネスを展開しました。 

    アセットマネジメント事業のうち、不動産ファンドは当社の主力商品である毎月分配型の外国投資信託「レジッ 

  ト」が順調に残高を伸ばし、平成19年５月末現在において312億円となりました。証券ファンドにつきましては、 

  FC Investment Ltd.が「フィリップ－アイザワ トラスト タイ ファンド」や「MFMCP－アイザワ トラスト フィリピ 

  ンファンド」等３本の外国投資信託を新たに設定した他、前連結会計年度に設定した「フェイム－アイザワ トラス 

  ト ベトナムファンド」（以下「ベトナム」という）は非常に好評で引き続きファンド残高が増加いたしました。当中

  間連結会計期間末における当社グループのファンド純資産残高は、平成18年11月末に比べ202億円増の1,110億円と堅

  調に増加しております。 

    インベストメントバンク事業につきましては、不動産投資等部門で、当社が匿名組合出資を行っているSPCによる不

  動産等の取得及び売却活動を行いました。また、証券投資等部門では、証券仲介業務や未上場企業への投資を行いま 

  した。 

    以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は9,674百万円（前年同期比1,015.0％増）、営業利益1,560百万円    

  （同1,028.6％増）、経常利益1,353百万円（同821.5％増）、中間純利益766百万円（同1,010.6％増）となりました。

  

  (アセットマネジメント事業） 

    当社グループの主力商品である「レジット」、中国のA株に投資する「申銀萬國・アイザワ中国A株ファンド１号、 

  ２号、３号」は着実にファンド純資産残高が増加いたしました。特に「ベトナム」を中心にアジア新興国ファンド等 

  が拡大し、当社グループにおける当中間連結会計期間末のファンド残高は、1,110億円（一部円換算 US＄1.00＝ 

  121.69円）となりました。 

   その結果、「レジット」等の不動産ファンドにおけるアクイジションフィー及びアセットマネジメントフィー等295

  百万円、ファンドクリエーション不動産投信株式会社におけるFCレジデンシャル投資法人の運用報酬68百万円、ファ 

  ンドクリエーション投信投資顧問株式会社におけるファンドの信託報酬等119百万円、FC Investment Ltd.におけるフ

  ァンドの管理報酬等90百万円の計上等により、アセットマネジメント事業における売上高は583百万円（前年同期比 

  23.2％減）、営業利益180百万円（同48.1％減）となりました。 

  

  (インベストメントバンク事業） 

    不動産投資等部門では、当社が匿名組合出資を行っているSPCによる不動産等の取得及び売却活動を行い、前連結会

  計年度に引き続き、海外ファンドへ不動産物件の売却に成功し、着実に取引実績を上げました。証券投資等部門で 

  は、アドバイザリー契約に基づく企業へのコンサルティングや株式会社FCインベストメント・アドバイザーズにおけ 

   る証券仲介業務が順調に行われました。また、企業投資において有望な未上場企業への投資を実行いたしました。 

    その結果、不動産投資における不動産等の売却等9,002百万円、証券仲介業による収益30百万円の計上等により、イ

  ンベストメントバンク事業における売上高は9,047百万円（前年同期比8,507.6％増）、営業利益1,739百万円（前中間

  連結会計期間は0百万円の営業損失）となりました。 

  

 （その他事業） 

    その他の事業においては、株式会社ファインキャリアにおいて医療・介護に特化した人材紹介・派遣業務を行いま 

   した。また、ファインアートインベストメント株式会社においてコンテンポラリーアートの売却等を行いました。 

    その結果、コンテンポラリーアートの売却11百万円、人材紹介・派遣による収益37百万円等の計上等により、その 

   他事業における売上高は56百万円（前年同期比954.0％増）、営業損失44百万円（同198.0％増）となりました。 

  



  (2）キャッシュ・フロー 

     当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純利益が1,347百万

  円（前年同期比822.7％増）であり、たな卸資産の減少による6,623百万円の収入（前中間連結会計期間は0百万円の支

  出）がありましたが、法人税等の支払額2,023百万円（前年同期比424.4％増）及び長期借入金の返済による支出5,110

  百万円（前年同期比7,285.6％増）があったことにより、当中間連結会計期間末には、7,839百万円（前年同期比 

  457.5％増）となりました。 

    当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動によって得られた資金は、5,561百万円（前年同期は310百万円の使用）となりました。 

   これは主に法人税等の支払額2,023百万円（前年同期比424.4％増）の支出があったものの、たな卸資産の減少によ 

  る6,623百万円の収入（前中間連結会計期間は0百万円の支出）及び税金等調整前中間純利益1,347百万円（前年同期比

  822.7％増）が計上されたことによります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動に使用された資金は、2,042百万円（前年同期比13,432.2％増）となりました。 

   これは主に投資有価証券の取得による支出700百万円及び連結範囲の変更を伴う子会社株式及びその他の関係会社有

  価証券の取得による支出1,099百万円があったことによります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動に使用された資金は、4,814百万円（前年同期は341百万円の獲得）となりました。 

   これは主に短期借入による収入5,322百万円がある一方、短期借入金の返済による支出4,828百万円及び長期借入金 

   の返済による支出5,110百万円（前年同期比7,285.6％増）があったことによります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、生産を行っていないため該当事項はありません。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入の実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当社グループは、受注を行っていないため該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の役務提供等の実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引は相殺しております。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の役務提供等の実績及び当該役務提供等の実績

の総役務提供等の実績に対する割合は次のとおりであります。 

 （注） 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比（％） 

 インベストメントバンク事業（百万円） 6 － 

 その他事業（百万円） 26 10,401.4 

合計（百万円） 32 13,052.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前年同期比（％） 

アセットマネジメント事業（百万円） 571 75.3 

インベストメントバンク事業（百万円） 9,047 8,681.9 

その他事業（百万円） 55 1,525.8 

合計（百万円） 9,674 1,115.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

有限会社ヘルメス・プロパティー 177 20.0 － － 

黒田アクティブジャパン 93 10.5 － － 

HSBC Institutional Trust Services

(Singapore)Limited 
－ － 8,726 90.2 



(5）ファンド資産残高の状況 

①外国証券投資信託（不動産ファンド）の運用資産残高 

 （注）１．FCファンド－レジット不動産証券投資信託（「レジット」）は平成15年11月に運用を開始しました。 

２．FCトラスト－ジェイ－グランド不動産証券投資信託（「ジェイグランド」）は平成16年12月に運用を開始し

ました。 

３．FCチャイナトラスト－チャイナエキスプレス中国不動産ファンド１号（「チャイナ１号」）は平成16年12月

に運用を開始しました。単位型のため、現在募集は行っておりません。 

４．FCチャイナトラスト－チャイナエキスプレス中国不動産ファンド２号（「チャイナ２号」）は平成17年２月

に運用を開始しました。単位型のため、現在募集は行っておりません。 

５．FCチャイナトラスト－チャイナエキスプレス中国不動産ファンド３号（「チャイナ３号」）は平成17年12月

に運用を開始しました。 

     ※単位型のため、募集は現在行っておりません。 

  

  
前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

  
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 
８月 

（百万円） 
11月 

（百万円） 
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 

レジット 

（注）１ 
26,344 26,202 27,543 30,035 31,126 31,258 

ジェイグランド 

（注）２ 
1,992 1,935 1,936 1,899 1,886 1,865 

チャイナ１号※ 

（注）３ 
1,489 1,329 1,255 1,165 1,045 978 

チャイナ２号※ 

（注）４ 
1,498 1,337 1,246 1,208 1,098 1,024 

チャイナ３号 

（注）５ 
494 473 965 1,060 1,077 1,244 

合計 31,817 31,276 32,945 35,367 36,234 36,369 



②外国証券投資信託（証券ファンド）の運用資産残高 

 （注）１．FC J－トラスト－上場期待日本株ファンド（「上場期待日本株」）は平成17年４月に運用を開始しました。

２．FC Tトラスト－大福－アイザワ 好配当利回り中国株ファンド（「好利回り中国株」）は平成17年10月に運

用を開始しました。 

３．フェイム－アイザワ アジア中小型株ファンド（「アジア中小型株」）は平成16年２月に運用を開始しまし

た。 

４．申銀萬國・アイザワ中国A株ファンド１号（「中国A株１号」）は平成16年６月に運用を開始しました。単位

型のため、現在募集は行っておりません。 

５．申銀萬國・アイザワ中国A株ファンド２号（「中国A株２号」）は平成16年９月に運用を開始しました。 

     ６．申銀萬國・アイザワ中国A株ファンド３号（「中国A株３号」）は平成19年４月に運用を開始しました。 

７．FC C－申銀萬國・アイザワ 上場期待中国株ファンド（クラスA受益証券）（「上場期待中国株A」）は平成

17年７月に運用を開始しました。 

     ８．FC C－申銀萬國・アイザワ 上場期待中国株ファンド（クラスB受益証券）（「上場期待中国株B」）は平成

       19年２月に運用を開始しました。 

９．フェイム－アイザワ トラスト ベトナムファンド（「ベトナム」）は平成18年９月に運用を開始しまし

た。 

     10．フィリップ－アイザワ トラスト タイファンド（「タイ」）は平成19年１月に運用を開始しました。 

     11．MFMCP－アイザワ トラスト フィリピンファンド（「フィリピン」）は平成19年５月に運用を開始しまし 

       た。 

12．運用資産が米ドル建てで算出されているファンド（好利回り中国株、アジア中小型株、中国A株１号、中国A

株２号、中国A株３号、上場期待中国株A、上場期待中国株B、ベトナム、タイ、フィリピン）は月末の為替

レート（TTM）を使用しています。 

     ※単位型のため、募集は現在行っておりません。  

  
前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

  
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 
８月 

（百万円） 
11月 

（百万円） 
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 

上場期待日本株 

（注）１ 
3,517 3,528 3,328 3,229 2,993 2,622 

好利回り中国株 

（注）２ 
2,208 1,551 1,350 2,648 2,892 3,302 

アジア中小型株 

（注）３ 
3,655 2,396 1,783 1,680 1,841 1,864 

中国A株１号※ 

（注）４ 
1,780 1,734 1,317 1,442 1,890 2,328 

中国A株２号 

（注）５ 
1,577 1,992 2,966 3,257 4,198 5,108 

中国A株３号 

（注）６ 
－ － － － － 4,148 

上場期待中国株A 

（注）７ 
2,490 1,704 2,316 4,203 3,476 3,476 

上場期待中国株B  

（注）８ 
－ － － － 2,249 2,964 

ベトナム 

（注）９ 
－ － － 3,302 9,740 11,783 

タイ  

（注）10  
－ － － － 2,526 3,336 

フィリピン  

（注）11  
－ － － － － 1,839 

私募投資信託 2,231 8 352 308 335 323 

合計 17,458 12,913 13,412 20,069 32,143 43,093 



③内国投資信託（証券ファンド）の運用資産残高 

 （注）１．黒田アクティブジャパン（「黒田アクティブ」）は平成17年11月に運用を開始しました。 

２．山田ジャパンストラテジー（「山田ジャパン」）は平成18年３月に運用を開始しました。 

３．古橋オリジナル（「古橋オリジナル」）は平成18年５月に運用を開始しました。 

４．黒田アクティブアルファ（「黒田アクティブアルファ」）は平成18年11月に運用を開始しました。 

④投資法人（不動産ファンド）の運用資産残高 

 （注）１．FCレジデンシャル投資法人は平成17年10月12日に東京証券取引所へ上場しました。 

２．運用資産残高は、FCレジデンシャル投資法人における投資主から払込を受けた出資総額を計上しておりま

す。 

平成18年２月 平成18年５月 平成18年８月 平成18年11月 

116.27円 112.70円 117.31円 116.48円 

平成19年２月 平成19年５月   

118.44円 121.69円     

  
前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

  
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 
８月 

（百万円） 
11月 

（百万円） 
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 

黒田アクティブ 

（注）１ 
14,222 14,314 14,294 12,552 11,304 8,313 

山田ジャパン 

（注）２ 
－ 652 815 844 679 557 

古橋オリジナル 

（注）３ 
－ 5,134 4,880 5,107 5,034 4,488 

黒田アクティブアルファ 

（注）４ 
－ － － 601 639 564 

私募投資信託 514 1,380 1,433 1,470 1,560 2,661 

合計 14,736 21,480 21,422 20,574 19,218 16,583 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

  
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 
８月 

（百万円） 
11月 

（百万円） 
２月 

（百万円） 
５月 

（百万円） 

FCレジデンシャル投資法

人（注）１、２ 
14,928 14,928 14,928 14,928 14,928 14,928 

合計 14,928 14,928 14,928 14,928 14,928 14,928 



(6）アセットマネジメント事業に関する報酬 

①アクイジションフィー、ディスポーザルフィー等 

②アセットマネジメントフィー等 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

323百万円 162百万円 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

1,110百万円 409百万円 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20、第280条ノ21及び第280条ノ27の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりでありま

す。 

①平成16年10月18日 臨時株主総会決議（第７回ストックオプション） 

 （注）１ 株式の数の調整 

(1）新株予約権発行後、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調

整するものとします。ただし、係る調整は新株予約権のうち当該時点において権利行使されていない新株

予約権の目的たる株式の数のみについて行われ、調整により生ずる１株未満の株式数を切り捨てるものと

します。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・併合の比率 

なお、会社が資本減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社に

なる場合など、目的たる株式の数の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,160,000 

計 1,160,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年８月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 334,408 334,448 ジャスダック証券取引所 － 

計 334,408 334,448 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 129 127 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,580 2,540 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき10,000 １株につき10,000 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月19日から 

平成26年10月17日まで 

平成18年10月19日から 

平成26年10月17日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  10,000 

資本組入額  5,000 

発行価格  10,000 

資本組入額  5,000 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 



併、会社分割または株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で目的たる株式の数を調整できるものと

します。 

２ 払込価額の調整 

(1）株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとします。 

(2）会社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとします。なお算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から会社の保有す

る自己株式数を控除した数をいうものとし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとします。 

なお、会社が資本減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社にな

る場合など、払込価額の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併、会社分割ま

たは株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとします。 

３ 権利行使の条件は次の各号に定めるとおりであります。 

(1）取締役または監査役たる新株予約権者が解任・辞任もしくは資格喪失により、会社の取締役または監査役

たる地位を失ったときは、権利行使することができない。 

(2）従業員たる新株予約権者が懲戒処分により降格もしくは解雇されたとき、または自己の都合により退職し

たときは、権利行使することができない。 

(3）外部支援者たる新株予約権者が、会社との契約に基づく支援者でなくなったときは、権利行使することが

できない。 

(4）上記(1)(2)(3)の理由による地位喪失において、会社の子会社や関連会社への転籍出向の場合、または会

社の取締役会が本新株予約権の継続保有を相当と認める一定の事由がある場合には、一定期間を限度とし

て権利行使を認めることができるものとします。 

(5）新株予約権者は会社が株式を上場する日までは、権利を行使することができません。 

(6）新株予約権の譲渡、質入、その他の処分及び相続は認めないものとします。 

(7）その他の条件については、取締役会決議に基づき会社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契

約に定めるところによります。 

４ 平成18年２月24日開催の取締役会決議により、平成18年３月21日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。また、平成18年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年７月11日付で１株を10株とする株式

分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



②平成17年２月25日定時株主総会決議（第８回ストックオプション） 

 （注）１ 株式の数の調整 

(1）新株予約権発行後、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調

整するものとします。ただし、係る調整は新株予約権のうち当該時点において権利行使されていない新株

予約権の目的たる株式の数のみについて行われ、調整により生ずる１株未満の株式数を切り捨てるものと

します。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・併合の比率 

なお、会社が資本減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社に

なる場合など、目的たる株式の数の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合

併、会社分割または株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で目的たる株式の数を調整できるものと

します。 

２ 払込価額の調整 

(1）株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとします。 

(2）会社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとします。なお算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から会社の保有す

る自己株式数を控除した数をいうものとし、自己株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとします。 

なお、会社が資本減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社にな

る場合など、払込価額の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併、会社分割ま

たは株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとします。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 379 379 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,580 7,580 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき19,500 １株につき19,500 

新株予約権の行使期間 
平成19年２月26日から 

平成27年２月24日まで 

平成19年２月26日から 

平成27年２月24日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  19,500 

資本組入額  9,750 

発行価格  19,500 

資本組入額  9,750 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率

 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３ 権利行使の条件は次の各号に定めるとおりであります。 

(1）取締役または監査役たる新株予約権者が解任・退任もしくは資格喪失により、会社の取締役または監査役

たる地位を失ったときは、権利行使することができない。 

(2）従業員たる新株予約権者が懲戒処分により降格もしくは解雇されたとき、または退職したときは、権利行

使することができない。 

(3）上記(1)(2)の理由による地位喪失において、会社の取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める一定

の事由がある場合には、一定期間を限度として権利行使を認めることができる。 

(4）新株予約権者は会社が株式を上場する日までは、権利を行使することができません。 

(5）新株予約権の譲渡、質入、その他の処分及び相続は認めないものとします。 

(6）その他の条件は、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、会社と新株予約権者との間

で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

４ 平成18年２月24日開催の取締役会決議により、平成18年３月21日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。また、平成18年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年７月11日付で１株を10株とする株式

分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。 

③平成17年９月28日臨時株主総会決議（第９回（あ）ストックオプション） 

 （注）１ 株式の数の調整 

(1）新株予約権発行後、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調

整するものとします。ただし、係る調整は新株予約権のうち当該時点において権利行使されていない新株

予約権の目的たる株式の数のみについて行われ、調整により生ずる１株未満の株式数を切り捨てるものと

します。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・併合の比率 

なお、会社が資本減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社に

なる場合など、目的たる株式の数の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合

併、会社分割または株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で目的たる株式の数を調整できるものと

します。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 99 99 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,980 1,980 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき19,500 １株につき19,500 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月29日から 

平成27年９月27日まで 

平成19年９月29日から 

平成27年９月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  19,500 

資本組入額  9,750 

発行価格  19,500 

資本組入額  9,750 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



２ 払込価額の調整 

(1）株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとします。 

(2）会社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとします。なお算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から会社の保有す

る自己株式数を控除した数をいうものとし、自己の株式を処分する場合には「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に読み替えるものとします。 

なお、会社が資本減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社にな

る場合など、払込価額の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併、会社分割ま

たは株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとします。 

３ 権利行使の条件は次の各号に定めるとおりであります。 

(1）取締役または監査役たる新株予約権者が解任・退任もしくは資格喪失により、会社の取締役または監査役

たる地位を失ったときは権利行使することができない。 

(2）従業員たる新株予約権者が懲戒処分により降格もしくは解雇されたとき、または退職したときは権利行使

することができない。 

(3）外部支援者たる新株予約権者が、会社との契約に基づく支援者でなくなったときは権利行使することがで

きない。 

(4）上記(1)(2)(3)の理由による地位喪失において、会社の子会社や関連会社への転籍出向の場合、または会

社の取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める一定の事由がある場合には、一定期間を限度として

権利行使を認めることができるものとします。 

(5）新株予約権者は、会社が株式を上場する日までは、権利を行使することができません。 

(6）新株予約権の譲渡、質入、その他の処分及び相続は認めないものとします。 

(7）その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、会社と新株予約権

者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

４ 平成18年２月24日開催の取締役会決議により、平成18年３月21日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。また、平成18年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年７月11日付で１株を10株とする株式

分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④平成17年９月28日臨時株主総会決議（第９回（い）ストックオプション） 

 （注）１ 株式の数の調整 

新株予約権発行後、会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整

するものとします。ただし、係る調整は新株予約権のうち当該時点において権利行使されていない新株予約

権の目的たる株式の数のみについて行われ、調整により生ずる１株未満の株式数を切り捨てるものとしま

す。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・併合の比率 

なお、会社が資本の減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社に

なる場合など、目的たる株式の数の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合

併、会社分割または株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で目的たる株式の数を調整できるものとし

ます。 

２ 払込価額の調整 

(1）株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとします。 

(2）会社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式の処分（新株予約権の行使により新株式を発行す

る場合を除く）をするときは、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げるものとします。なお算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から会社の保有す

る自己株式数を控除した数をいうものとし、自己株式を処分する場合には「新規株発行株式数」を「処分

する自己株式数」に読み替えるものとします。 

なお、会社が資本の減少、合併、会社分割を行う場合、または会社が他社と株式交換を行い、完全親会社に

なる場合など、払込価額の調整を必要とする止むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併、会社分

割または株式交換等の条件を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとします。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年５月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年７月31日） 

新株予約権の数（個） 181 181 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,620 3,620 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき52,000 １株につき52,000 

新株予約権の行使期間 
平成19年９月29日から 

平成27年９月27日まで 

平成19年９月29日から 

平成27年９月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  52,000 

資本組入額 26,000 

発行価格  52,000 

資本組入額 26,000 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

本予約権を譲渡する場合

は取締役会の承認を必要

とする 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



３ 権利行使の条件は次の各号に定めるとおりであります。 

(1）取締役または監査役たる新株予約権者が解任・退任もしくは資格喪失により、会社の取締役または監査役

たる地位を失ったときは権利行使することができない。 

(2）従業員たる新株予約権者が懲戒処分により降格もしくは解雇されたとき、または退職したときは権利行使

することができない。 

(3）外部支援者たる新株予約権者が、会社との契約に基づく支援者でなくなったときは権利行使することがで

きない。 

(4）上記(1)(2)(3)の理由による地位喪失において、会社の子会社や関連会社への転籍出向の場合、または会

社の取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める一定の事由がある場合には、一定期間を限度として

権利行使を認めることができるものとします。 

(5）新株予約権者は、会社が株式を上場する日までは、権利を行使することができません。 

(6）新株予約権の譲渡、質入、その他の処分及び相続は認めないものとします。 

(7）その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、会社と新株予約権

者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

４ 平成18年２月24日開催の取締役会決議により、平成18年３月21日付で１株を２株とする株式分割を行ってお

ります。また、平成18年６月23日開催の取締役会決議により、平成18年７月11日付で１株を10株とする株式

分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金

額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されてお

ります。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） １．平成18年12月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権（ストックオプション）の行使により、

発行済株式総数が7,520株、資本金が21百万円、資本準備金が21百万円増加しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数（株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年12月１日～ 

 平成19年５月31日 

(注)１ 

7,520 334,408 21 1,649 21 1,711 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が16株含まれております。 

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。 

  平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

田島 克洋 東京都港区 140,900 42.13 

有限会社T's Holdings 東京都港区六本木二丁目２番11号 48,000 14.35 

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目20番３号 36,000 10.76 

宮本 裕司 東京都世田谷区 13,100 3.91 

株式会社ジャパン・ビジネス・サー

ビス 
東京都中央区日本橋二丁目16番13号 9,000 2.69 

鎌田 正彦 東京都大田区 7,128 2.13 

バークレイズ バンク ピーエルシー 

 バークレイズ キャピタル セキュリ

ティーズ エスビーエル／ピービーア

カウント（常任代理人 スタンダード

チャータード銀行） 

１ CHURCHILL PLACE. LONDON E14 5HP.  

UNITED KINGDOM（東京都千代田区永田町

二丁目11番１号）  

4,961 1.48 

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10

号 
4,896 1.46 

山口 雅幸 東京都港区 3,000 0.89 

株式会社サタスインテグレイト 東京都港区西新橋一丁目１番３号 3,000 0.89 

計 － 269,985 80.74 

  平成19年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 334,408 334,408 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 334,408 － － 

総株主の議決権 － 334,408 － 



     ②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成19年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

高（円） 233,000 198,000 197,000 165,000 158,000 122,000 

低（円） 146,000 165,000 151,000 126,000 105,000 83,100 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年９月25日提出の有価証券届出書

に添付されたものによっております。 

３．金額単位の変更について 

 当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載してお

りましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比

較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２   1,406 7,905   9,129 

２．売掛金     275 265   114 

３．有価証券     － 366   143 

４．営業投資有価証券     284 463   122 

５．たな卸資産 ※２   66 4,261   3,785 

６．その他     78 407   389 

  貸倒引当金     － △6   － 

流動資産合計     2,110 78.3 13,665 86.8   13,685 93.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１   80 3.0 91 0.6   75 0.5

２．無形固定資産             

 （1）営業権   －     － 19   

 （2）連結調整勘定   －     － 112   

 （3）のれん   －     289 －   

 （4）その他   31 31 1.2 9 299 1.9 1 134 0.9

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   193   1,115 367   

(2）敷金保証金   182   － －   

(3）その他 ※２ 111   570 319   

貸倒引当金   △15 471 17.5 △5 1,681 10.7 － 687 4.7

固定資産合計     583 21.7 2,071 13.2   897 6.1

資産合計     2,694 100.0 15,736 100.0   14,582 100.0

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．短期借入金     674 4,008   2,506 

２．１年以内返済予定
の長期借入金 

    139 125   132 

３．未払金     79 －   － 

４．未払法人税等     104 632   2,068 

５．賞与引当金     8 13   14 

６．賃料保証引当金     － 51   － 

７．その他 ※３   58 410   255 

流動負債合計     1,065 39.5 5,240 33.3   4,977 34.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２   216 2,965   2,632 

２．連結調整勘定     2 －   2 

３．負ののれん     － 1   － 

４．その他     － 60   92 

固定負債合計     219 8.2 3,026 19.2   2,726 18.7

負債合計     1,284 47.7 8,267 52.5   7,703 52.8

              

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     260 9.6 1,649 10.5   1,627 11.2

２．資本剰余金     323 12.0 1,711 10.9   1,690 11.6

３．利益剰余金     799 29.7 3,908 24.8   3,468 23.8

株主資本合計     1,383 51.3 7,269 46.2   6,786 46.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    △19 △0.7 16 0.1   △16 △0.1

２．為替換算調整勘定     0 0.0 2 0.0   1 0.0

評価・換算差額等合
計 

    △19 △0.7 19 0.1   △15 △0.1

Ⅲ 少数株主持分     45 1.7 180 1.2   107 0.7

純資産合計     1,409 52.3 7,469 47.5   6,878 47.2

負債純資産合計     2,694 100.0 15,736 100.0   14,582 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     867 100.0 － －   － －

Ⅱ 営業費用           

営業手数料   136   － －   

販売費及び一般管
理費 

※１ 593 729 84.1 － － － － － －

Ⅰ 売上高     － － 9,674 100.0   20,383 100.0

 Ⅱ 売上原価     － － 7,106 73.5   13,861 68.0

売上総利益     － － 2,568 26.5   6,521 32.0

 Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   － － 1,008 10.4   1,413 6.9

営業利益     138 15.9 1,560 16.1   5,108 25.1

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   0   11 0   

２．受取配当金   0   11 5   

３．為替差益   －   4 －   

４．連結調整勘定償却   0   － 1   

５．負ののれん償却額   －   0 －   

６．人材雇用助成金   1   － －   

７．消費税等免税益   16   － 19   

８．その他   0 19 2.2 2 30 0.3 2 28 0.1

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   8   186 298   

２．為替差損   1   － 0   

３．支払手数料   －   31 38   

４．その他   1 10 1.2 18 236 2.4 46 384 1.9

経常利益     146 16.9 1,353 14.0   4,753 23.3

Ⅵ 特別利益           

１．関係会社株式売却
益 

※２ －     － 28   

２．持分変動利益   0     4 0   

３．貸倒引当金戻入益   － 0 0.0 － 4 0.0 0 28 0.1

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※３ 1     0 1   

２．貸倒引当金繰入   － 1 0.1 11 11 0.1 － 1 0.0

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    146 16.8 1,347 13.9   4,780 23.4

法人税、住民税及
び事業税 

  79   606 2,118   

法人税等調整額   △4 74 8.6 △11 594 6.1 △164 1,954 9.6

少数株主利益（又
は少数株主損失
△） 

    2 0.3 △13 △0.1   88 0.4

中間（当期）純利
益 

    69 7.9 766 7.9   2,738 13.4

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年11月30日 残高（百万円） 260 323 730 1,314 

中間連結会計期間中の変動額     

中間純利益 － － 69 69 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間の変動額（純額） 

－ － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 69 69 

平成18年５月31日 残高（百万円） 260 323 799 1,383 

    評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成17年11月30日 残高（百万円） 30 1 31 38 1,385 

中間連結会計期間中の変動額     

中間純利益 － － － － 69 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間の変動額（純額） 

△50 △1 △51 6 △44 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△50 △1 △51 6 24 

平成18年５月31日 残高（百万円） △19 0 △19 45 1,409 



当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年11月30日 残高（百万円） 1,627 1,690 3,468 6,786

中間連結会計期間中の変動額   

新株の発行 21 21 － 42

剰余金の配当 － － △326 △326

中間純利益 － － 766 766

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間の変動額（純額） 

－ － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

21 21 439 482

平成19年５月31日 残高（百万円） 1,649 1,711 3,908 7,269

    評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成18年11月30日 残高（百万円） △16 1 △15 107 6,878

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行 － － － － 42

剰余金の配当 － － － － △326

中間純利益 － － － － 766

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間の変動額（純額） 

33 1 34 73 108

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

33 1 34 73 591

平成19年５月31日 残高（百万円） 16 2 19 180 7,469



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年11月30日 残高（百万円） 260 323 730 1,314

連結会計年度中の変動額   

新株の発行 1,366 1,366 － 2,733

当期純利益 － － 2,738 2,738

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

1,366 1,366 2,738 5,471

平成18年11月30日 残高（百万円） 1,627 1,690 3,468 6,786

    評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成17年11月30日 残高（百万円） 30 1 31 38 1,385

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 － － － － 2,733

当期純利益 － － － － 2,738

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△47 0 △47 68 21

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△47 0 △47 68 5,492

平成18年11月30日 残高（百万円） △16 1 △15 107 6,878



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   146 1,347 4,780 

減価償却費   7 7 14 

営業権償却   9 － 19 

のれん償却額   － 160 － 

負ののれん償却額    － △0 － 

創立費償却   0 － － 

新株発行費償却   0 － － 

連結調整勘定償却   △0 － 36 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   0 11 △15 

賞与引当金の増減額（減少：△）   8 △1 14 

賃料保証引当金の増減額（減少：
△） 

  － 51 － 

受取利息及び受取配当金   △0 △23 △5 

支払利息   8 186 298 

為替差損益   0 △3 0 

持分変動利益   △0 △4 － 

固定資産除却損   1 0 － 

売上債権の増減額（増加：△）   22 △135 193 

有価証券の増減額（増加：△）   － △222 △143 

営業投資有価証券の増減額（増加：
△） 

  △115 △340 109 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △0 6,623 12,057 

前払費用の増減額（増加：△）   △1 △4 △0 

その他   △2 83 △311 

小計   83 7,735 17,050 

利息及び配当金の受取額   0 22 5 

利息の支払額   △8 △171 △299 

法人税等の支払額   △385 △2,023 △467 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △310 5,561 16,288 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △7 △22 △13 

無形固定資産の取得による支出   △0 △7 － 

定期預金の預入れによる支出   － △47 － 

質権付定期預金の預入れによる支出   － △47 － 

投資有価証券の取得による支出   － △700 △80 

その他関係会社有価証券の取得によ
る支出 

  － － △100 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入 

※３ － － 6 

連結範囲の変更を伴う子会社株式及
びその他の関係会社有価証券の取得
による支出 

※２ 
※４ 

－ △1,099 △1,282 

貸付による支出   － △206 － 

貸付金回収による収入   5 101 5 

保証金の支払による支出   △14 △12 △24 

保証金の回収による収入   1 0 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △15 △2,042 △1,489 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額（減少：△）   386 － － 

短期借入による収入   － 5,322 4,175 

短期借入金の返済による支出    － △4,828 △14,721 

長期借入れによる収入   20 － － 

長期借入金の返済による支出   △69 △5,110 △146 

株式上場による支出   － － △23 

株式発行による収入   － 42 2,717 

配当金の支払額   － △323 － 

少数株主からの払込による収入   4 83 5 

財務活動によるキャッシュ・フロー   341 △4,814 △7,994 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △1 4 △0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：
△） 

  14 △1,289 6,803 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,391 9,129 1,391 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同
等物の増加 

  － － 934 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※１ 1,406 7,839 9,129 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    ８社 

主要な連結子会社名 

ファンドクリエーション不動

産投信㈱（旧：FCリート・ア

ドバイザーズ㈱） 

FC Investment Ltd. 

㈱FCインベストメント・アド

バイザーズ 

上海創喜投資諮詢有限公司 

ファンドクリエーション投信

投資顧問㈱ 

ファインアートインベストメ

ント㈱ 

FCパートナーズ㈱ 

ジャパンジェットチャーター

㈱ 

(1）連結子会社の数    18社 

主要な連結子会社名 

ファンドクリエーション不動

産投信㈱（旧：FCリート・ア

ドバイザーズ㈱） 

FC Investment Ltd. 

㈱FCインベストメント・アド

バイザーズ 

上海創喜投資諮詢有限公司 

ファンドクリエーション投信

投資顧問㈱ 

ファインアートインベストメ

ント㈱ 

FCパートナーズ㈱ 

㈱ファインキャリア 

㈱アートイット 

㈲ヘレネ・プロパティー 

㈲ペレウス・プロパティー 

㈲ヘラクレス・プロパティー 

㈲トリトン・プロパティー 

㈲ケレオス・プロパティー 

㈲アグライア・プロパティー 

㈲ミノス・プロパティー 

FC-STファンド投資事業有限

責任組合 

FCアントレプレナーファンド 

  

 ㈱ファインキャリア及び㈱アー

トイットは、議決権を取得したこ

となどにより連結の範囲に含めて

おります。 

 

 ㈲ケレオス・プロパティー、㈲

アグライア・プロパティー及び㈲

ミノス・プロパティーは、匿名組

合員の地位を取得したことにより

連結の範囲に含めております。 

 

 FCアントレプレナーファンド

は、新規に設定したため連結の範

囲に含めております。 

(1）連結子会社の数    13社 

 主要な連結子会社名 

 ファンドクリエーション不動産

投信㈱（旧：FCリート・アドバイ

ザーズ㈱） 

 FC Investment Ltd. 

 ㈱FCインベストメント・ア 

 ドバイザーズ 

 上海創喜投資諮詢有限公司 

 ファンドクリエーション投 

 信投資顧問㈱ 

 ファインアートインベスト 

 メント㈱ 

 FCパートナーズ㈱ 

 ㈲ヘルメス・プロパティー 

 ㈲ヘレネ・プロパティー 

 ㈲ペレウス・プロパティー 

 ㈲ヘラクレス・プロパティー 

 ㈲トリトン・プロパティー 

 FC-STファンド投資事業有限 

 責任組合 

  

 なお、当連結会計年度より「投

資事業組合に対する支配力基準及

び影響力基準の適用に関する実務

上の取扱」（企業会計基準委員会

平成18年９月８日 実務対応報告

第20号）を適用しております。こ

れにより、特別目的会社等６社を

当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

  

 ㈱グッドヒューマンは、平成18

年3月31日付けでFCパートナーズ

㈱と合併を行っております。 

  

 ㈲ヘルメス・プロパティーは、

平成18年７月21日付けで匿名組合

出資を終了しております。  

  

 ジャパンジェットチャーター㈱

は平成18年６月１日付で株式を売

却したため連結範囲から除外しま

した。なお、株式売却までの期間

の損益は連結損益計算書に含まれ

ております。  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

プライマリー・インベストメ

ント㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

プライマリー・インベストメ

ント㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

プライマリー・インベストメ

ント㈱ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、合計の総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 同左 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも当連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

（1）持分法適用の関連会社  

 ───── 

  

  

（2）持分法を適用していない非

連結子会社 

 プライマリー・インベストメン

ト㈱については、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等から見て、

持分法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法適用範囲から除い

ております。 

  

（3） ───── 

  

  

（1）持分法適用の関連会社 １社

 FCアート・トラスト－コンテン

ポラリー・アート・ファンド 

  

（2）持分法を適用していない非

連結子会社 

 同左    

  

  

  

  

  

  

  

 

   

（3）他の会社等の議決権の20％

超50%以下を自己の計算におい

て所有しているにもかかわら

ず、関連会社としなかった当該

他の会社等の名称 

山田ジャパンストラテジー 

（関連会社としなかった理由） 

公募の投資信託であり、支配が

できないため連結範囲から除い

ております。 

  

（1）持分法適用の関連会社 １社 

 FCアート・トラスト－コンテン

ポラリー・アート・ファンド 

  

（2）持分法を適用していない非連

結子会社 

 プライマリー・インベストメン

ト㈱については、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等から見て、

持分法の対象から除いても当連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため持分法適用範囲から除いて

おります。  

  

（3） ───── 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、FC  

Investment Ltd.は２月28日、フ

ァンドクリエーション不動産投信

㈱は９月30日、上海創喜投資諮詢

有限公司は６月30日、ファインア

ートインベストメント㈱は９月30

日、ファンドクリエーション投信

投資顧問㈱は９月30日、ジャパン

ジェットチャーター㈱は３月31日

が中間決算日であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、これらの会社については、

中間連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

  

 なお、その他の連結子会社の中

間会計期間の末日は中間連結決算

日と一致しております。 

 連結子会社のうち、FC  

Investment Ltd.は２月28日、フ

ァンドクリエーション不動産投信

㈱は９月30日、上海創喜投資諮詢

有限公司は６月30日、ファインア

ートインベストメント㈱は９月30

日、ファンドクリエーション投信

投資顧問㈱は９月30日、㈱アート

イットは９月30日、㈲トリトン・

プロパティーは２月28日、㈲ペレ

ウス・プロパティーは２月28日、

㈲アグライア・プロパティーは２

月28日、㈲ケレオス・プロパティ

ーは２月28日、㈲ミノス・プロパ

ティーは２月28日、FC-STファン

ド投資事業有限責任組合は２月28

日が中間決算日であります。 

  

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、これらの会社については、

中間連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

  

 なお、その他の連結子会社の中

間会計期間の末日は中間連結決算

日と一致しております。 

 連結子会社のうち、FC  

Investment Ltd.は８月31日、ファ

ンドクリエーション不動産投信㈱

は３月31日、上海創喜投資諮詢有

限公司は12月31日、ファインアー

トインベストメント㈱は３月31

日、ファンドクリエーション投信

投資顧問㈱は３月31日、㈲ヘルメ

ス・プロパティーは８月31日、㈲

ヘレネ・プロパティーは４月30

日、㈲ヘラクレス・プロパティー

は４月30日、㈲トリトン・プロパ

ティーは８月31日、㈲ペレウス・

プロパティーは８月31日、FC-STフ

ァンド投資事業有限責任組合は８

月31日が決算日であります。 

  

   

 連結財務諸表の作成に当たっ

て、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

 

  

なお、その他の連結子会社の事業

年度の末日は連結決算日と一致し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ ───── 

  

  

 

ロ その他有価証券（営業投資有 

    価証券を含む） 

①時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。）  

イ 売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平均法

 により算定） 

 

ロ その他有価証券（営業投資有 

    価証券を含む） 

①時価のあるもの 

 同左 

イ 売買目的有価証券 

 同左 

 

  

ロ その他有価証券（営業投資有 

    価証券を含む） 

 ①時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく 

 時価法 

 （評価差額は全部純資産直入法 

 により処理し、売却原価は移動 

 平均法により算定しておりま 

 す。） 

  ②時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法  

②時価のないもの 

同左 

 ②時価のないもの 

  同左 

  ハ デリバティブ 

時価法 

  

 ハ デリバティブ 

   同左 

 ハ デリバティブ 

   同左 

  ニ たな卸資産 

①商品 

個別法による原価法 

②───── 

 

  

  

  

  

 ニ たな卸資産 

  ①商品 

   同左 

②販売用不動産（不動産信託 

 受益権を含む） 

個別法による原価法  

 なお、減価償却費を不動産等

売上原価に計上しております。

 また、当該資産の主な耐用年

数は33年～49年であります。  

 ニ たな卸資産 

①商品 

 同左 

②販売用不動産（不動産信託 

 受益権を含む） 

  同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。

（ただし、建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物  15～30年 

工具器具及び備品 ４～20年 

  

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。

（ただし、建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物  ６～30年  

工具器具及び備品 ４～20年 

  

(会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間から法人

税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正法人税法

に規定する償却方法により、減

価償却費を計上しております。 

 なお、この変更に伴い損益計

算書に与える影響は軽微であり

ます。 

イ 有形固定資産  

 定率法を採用しております。

（ただし、建物（附属設備を除

く）は定額法によっておりま

す。） 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物  ６～30年  

工具器具及び備品 ４～20年 

  

  ロ 無形固定資産 

①ソフトウェア 

 社内における使用可能期間

（５年）に基づく定額法によっ

ています。 

ロ 無形固定資産 

①ソフトウェア 

 同左 

ロ 無形固定資産  

  ①ソフトウェア 

    同左 

  ②営業権 

 ３年間で均等償却しておりま

す。 

②───── 

  

  ②営業権  

 ３年間で均等償却しておりま

す。 

  ハ ───── 

  

ハ のれん及び負ののれん  

 効果が発現すると見積もられ

る期間（２～３年）で定額法に

より償却しております。 

ハ ───── 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

イ 創立費 

 支出時に全額費用としており

ます。 

  

イ 創立費 

 同左 

 イ 創立費 

     同左 

  ロ 新株発行費 

 支出時に全額費用としており

ます。 

  

ハ ───── 

ロ ───── 

  

  

  

ハ 株式交付費   

  支出時に全額費用としており

ます。 

ロ ─────    

  

  

  

ハ  株式交付費   

    支出時に全額費用としており 

 ます。 

（表示方法の変更） 

 当連結会計年度より「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成

18年８月11日 実務対応報告第19

号） を適用しております。 

 これにより、前連結会計年度末

まで新株発行に係る費用は「新株

発行費として表示しておりました

が、当連結会計年度より「株式交

付費」として表示しております。 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社及び国内連結子

会社は、一般債権については貸

倒実績率により、また貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社は主

として特定の債権について回収

不能見込額を計上しておりま

す。なお、当期中間連結会計期

間は貸倒実績がありません。 

  

イ 貸倒引当金 

 同左 

イ 貸倒引当金  

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社及び国内連結子

会社は、一般債権については貸

倒実績率により、また貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また、在外連結子会社は主

として特定の債権について回収

不能見込額を計上しておりま

す。なお、当期は貸倒実績があ

りません。 

  ロ 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づき当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づき当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

ロ 賞与引当金  

 当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づき当連結会計期間負担額を

計上しております。 

  （追加情報） 

 従来、従業員賞与は業績比例

により賞与枠を算定し、支給予

定額を未払費用に計上しており

ましたが、当中間会計期間に業

績評価期間が明確に定められた

ことにより、当該期間に基づく

賞与支給見込額の当中間連結会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

 この結果、従来と比べて販売

費及び一般管理費が８百万円増

加し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益が同額

減少しております。 

  

  

  

  

 （追加情報）  

 従来、従業員賞与は業績比例

により賞与枠を算定し、支給予

定額を未払費用に計上しており

ましたが、当連結会計年度に業

績評価期間が明確に定められた

ことにより、当該期間に基づく

賞与支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。 

 この結果、従来と比べて販売

費及び一般管理費が14百万円増

加し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益が同額

減少しております。 

  ハ ─────  ハ 賃料保証引当金 

 不動産投資において売却した物

件にかかる買主への賃料保証契約

に基づく賃料保証費の支払に備え

るため、賃料保証費発生見込額を

計上しております。 

  

ハ ─────   

  

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しておりま

す。 

  

 同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左   同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、特例処理の要件

を満たしている金利スワップに

ついては、特例処理によってお

ります。 

  

イ ヘッジ会計の方法 

 同左 

イ ヘッジ会計の方法  

 同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ 

ヘッジ対象・・・借入金の利

息 

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象  

 同左 

  ハ ヘッジ方針 

 変動金利借入利息の将来の金

利上昇による増加を軽減するこ

とを目的に、変動金利を受取

り、固定金利を支払う金利スワ

ップ取引を行っております。 

  

ハ ヘッジ方針 

 同左 

ハ ヘッジ方針  

 同左 

  ニ ヘッジ有効性の評価 

 特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

  

ニ ヘッジ有効性の評価 

 同左 

ニ ヘッジ有効性の評価  

 同左 

(8）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

  

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理  

 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

 同左  同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

  

        ───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,363百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

        ───── 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

6,770百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

（ストックオプション等の会計基準） 

 当中間連結会計期間より会社法施行日以後

に付与されたストックオプションについて、

「ストックオプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストックオプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11

号 平成17年12月27日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  

        ───── 

  

（ストックオプション等の会計基準）  

 当連結会計年度より会社法施行日以後に付

与されたストックオプションについて、「ス

トックオプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストックオプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成17年12月27日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

  

        ───── 

  

  

  

  

  

（役員賞与に関する会計基準）  

 当連結会計年度より「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

  

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

         ───── 

  

 （投資事業組合等への出資に係る会計処

理）  

 「投資事業組合に対する支配力基準及び影

響力基準の適用に関する実務上の取扱い」

(企業会計基準委員会実務対応報告第20号 平

成18年９月８日)が前期下期において公表・

適用されたため、前中間連結会計期間は従来

の方法によっております。従って、前中間連

結会計期間は、同取扱いを適用した場合に比

べ、総資産14,553百万円減少しております

が、売上高21百万円、営業利益171百万円、

経常利益192百万円、税金等調整前中間純利

益192百万円、中間純利益88百万円がそれぞ

れ増加しております。 

 （投資事業組合等への出資に係る会計処

理）  

 当連結会計年度より、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」(企業会計基準委員会 実

務対応報告第20号 平成18年９月８日)を適用

しております。 

これにより、特別目的会社等６社を連結の範

囲に含め、総資産が4,208百万円、売上高が

14,017百万円、営業利益が359百万円、経常

利益が39百万円、税金等調整前当期純利益39

百万円が増加しております。 

 なお、「投資事業組合に対する支配力基準

及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会実務対応報告第20

号 平成18年９月８日)が当期下期において公

表・適用されたため、当中間連結会計期間は

従来の方法によっております。従って、当中

間連結会計期間は、同取扱いを適用した場合

に比べ、総資産14,553百万円減少しておりま

すが、売上高21百万円、営業利益171百万

円、経常利益192百万円、税金等調整前中間

純利益192百万円、中間純利益88百万円がそ

れぞれ増加しております。 

  

        ───── 

  

（企業結合及び事業分離等に関する会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10

月31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準委員会 終改正平

成18年12月22日 企業会計基準適用指針第10

号）を適用しております。 

        ───── 

  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

（中間連結貸借対照表） 

          ────────── 

 （中間連結貸借対照表） 

  前中間連結会計期間末において、「連結調整勘定」として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間末から「負ののれん」として表示

しております。 

 また、「営業権」は、前中間連結会計期間末は、無形固定資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間末か

ら「のれん」に含めて表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間末の「のれん」の金額に相当する金額は

29百万円であります。 

 

 前中間連結会計期間末まで投資その他の資産に区分掲記しておりま

した「敷金保証金」（当中間連結会計期間末の残高は213百万円）、

及び流動負債に区分掲記しておりました「未払金」（当中間連結会計

期間末の残高は215百万円）は、当中間連結会計期間末において資産

の総額の100分の５以下であるため、投資その他の資産の「その他」

及び流動負債の「その他」に含めて表示することにしました。 

  

────────── （中間連結損益計算書） 

 前連結会計年度の下期より「投資事業組合に対する支配力基準及び

影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第20

号 平成18年９月８日）を適用し特別目的会社等９社を連結の範囲に

含めたことに伴い、前中間連結会計期間に「営業収益」とした事業に

係わる収益を「売上高」として表示しております。また、当該変更に

あわせ、「営業費用」の内訳科目として表示しておりました「営業手

数料」を「売上原価」として表示しております。 

 表示区分の変更による損益に与える影響はありません。 

  

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却」として掲記さ

れていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と表

示しております。 

  

────────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却」として掲記さ

れていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と表

示しております。 

 また、前中間連結会計期間において、「営業権償却」として掲記さ

れていたものは、当中間連結会計期間から「のれん償却額」として表

示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年11月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、16

百万円であります。 

  

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、28

百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、23

百万円であります。 

※２．───── ※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務 

     担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 142百万円

たな卸資産 3,213  

その他 47 

計 3,404百万円

   担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 130百万円

たな卸資産 3,452  

計 3,583百万円

     担保付債務は次のとおりであります。 

 長期借入金        2,680百万円 

  

   担保付債務は次のとおりであります。 

 長期借入金       2,200百万円 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

※３．消費税等の取扱い 

 同左  

 ※３．───── 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 60百万円

給与手当 181 

賞与 49 

賞与引当金繰入額 8 

貸倒引当金繰入額 0 

地代家賃 61 

旅費交通費 39 

役員報酬 70百万円

給与手当 261 

賞与引当金繰入額 13 

支払手数料 105 

のれん償却額 160 

役員報酬 127百万円

給与手当 394 

賞与 129 

賞与引当金繰入額 14 

地代家賃 124 

※２．───── ※２．─────  ※２．関係会社株式株式売却益の内容は次の

とおりであります 

ジャパンジェット 

チャーター㈱ 
28百万円 

   

※３．固定資産除却損の内容は次の通りであ

ります。 

※３．固定資産除却損の内容は次の通りであ

ります。  

※３．固定資産除却損の内容は次の通りであ

ります。 

建物及び構築物 0百万円

工具器具及び備品 0 

計 1百万円

工具器具及び備品 0百万円

   

工具器具及び備品 1百万円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の発行済株式総数の増加14,596.4株は、１株を２株とする株式分割によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。  

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の発行済株式総数の増加7,520株は、ストックオプションの行使によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 14,596.4 14,596.4 － 29,192.8 

合計 14,596.4 14,596.4 － 29,192.8 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 326,888 7,520 － 334,408 

合計 326,888 7,520 － 334,408 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

定時株主総会 
普通株式 326 1,000  平成18年11月30日 平成19年２月28日 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）普通株式の発行済株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。 

 平成18年３月21日付で行った株式分割（１：２）による増加  14,596.4株 

 平成18年７月11日付で行った株式分割（１：10）による増加 262,735.2株 

 一般募集増資による増加                   18,000株 

 ストックオプションの行使による増加             16,960株 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

  (1）配当金支払額 

   該当事項はありません。 

 (2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末株

式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 14,596.4 312,291.6 － 326,888 

合計 14,596.4 312,291.6 － 326,888 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年２月27日 

定時株主総会 
普通株式 326  利益剰余金 1,000  平成18年11月30日 平成19年２月28日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年５月31日現在） （平成19年５月31日現在） （平成18年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,406百万円

現金及び現金同等物 1,406百万円

現金及び預金勘定 

質権付普通預金 

質権付定期預金 

コールローン、現先取引 

7,905百万円

△95 

△47 

76 

現金及び現金同等物 7,839百万円

現金及び預金勘定 9,129百万円

現金及び現金同等物 9,129百万円

 ※２．─────  ※２．匿名組合出資の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び負債の主

な内訳 

  ㈲ケレオス・プロパティー 

※２．匿名組合出資の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び負債の主

な内訳 

  ㈲トリトン・プロパティー 

  流動資産 

固定資産  

のれん 

流動負債  

固定負債 

少数株主持分  

4,133百万円

19 

 301 

△63 

△2,806 

△3 

㈲ケレオス・プロパティー
の取得価額 

1,581百万円

  
㈲ケレオス・プロパティー
の現金及び現金同等物 

 271 

  
差引：㈲ケレオス・プロ 
   パティー取得のた 
   めの支出 

1,309 

流動資産 

固定資産 

連結調整勘定  

流動負債  

固定負債  

少数株主持分  

3,653百万円

16 

150 

△30 

△2,286 

△3 

㈲トリトン・プロパティー
の取得価額 

1,500百万円

㈲トリトン・プロパティー
の現金及び現金同等物 

 
△218 

差引：㈲トリトン・プロ 
   パティー取得のた 
   めの支出 

 
1,282 

    

㈲アグライア・プロパティー及び  

㈲ミノス・プロパティー 

流動資産 

固定資産 

繰延資産 

のれん 

流動負債 

固定負債 

少数株主持分 

3,550百万円

19 

0 

287 

△1,068 

△2,733 

△5 

㈲アグライア・プロパ 
ティー及び㈲ミノス・プロ
パティーの取得価額 

49百万円

  
㈲アグライア・プロパ 
ティー及び㈲ミノス・プロ
パティーの現金及び現金同
等物 

330 

  
差引：㈲アグライア・プ 

ロパティー及び㈲ミ
ノス・プロパティー
取得による収入 

△280 

 

 ※３．─────   ※３．─────  ※３．株式の売却により連結子会社から除外

した会社の資産及び負債の主な内訳 

  ジャパンジェットチャーター㈱ 

    流動資産 

固定資産  

流動負債  

固定負債  

0百万円

0 

△6 

△15 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 ※４．───── ※４．議決権を取得したことなどにより新た

に連結子会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳 

  ㈱ファインキャリア 

※４．───── 

  

   流動資産 

固定資産  

繰延資産  

のれん 

流動負債  

26百万円

4 

0 

11 

△12 

㈱ファインキャリアの取得
価額 

30百万円

  
㈱ファインキャリアの現金
及び現金同等物 

10 

  
差引：㈱ファインキャリア
   取得のための支出 

19 

 

    

  ㈱アートイット 

流動資産 

固定資産  

のれん  

流動負債  

31百万円

4 

30 

△4 

㈱アートイットの取得価額 62百万円
  
㈱アートイットの現金及び
現金同等物 

10 

  
差引：㈱アートイット取得
   のための支出 
  

51 

 

  ※５．─────   ※５．─────   ※５．重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度より、「投資事業組

合に対する支配力基準の適用に関する

実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 実務対応報告第20号 平成18年９

月８日）を適用したことにより、新規

に連結子会社となった㈲ヘルメス・プ

ロパティー、㈲ヘレネ・プロパティ

ー、㈲ペレウス・プロパティー、㈲ヘ

ラクレス・プロパティー、及びFC-ST

ファンド投資事業有限責任組合の主な

資産・負債の内訳は次のとおりであり

ます。 

     流動資産 

 固定資産  

 流動負債  

 固定負債  

13,385百万円

12 

12,962 

463 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当社グループのリース契約１件当たりの金額は少額であるため、注記は省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 当社グループのリース契約１件当たりの金額は少額であるため、注記は省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 当社グループのリース契約１件当たりの金額は少額であるため、注記は省略しております。 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年５月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 9 7 △2 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 351 320 △31 

合計 361 327 △33 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券(営業投資有価証券を含む）   

非上場株式 14 

非上場社債 10 

出資金 126 

その他 0 

合計 150 



当中間連結会計期間末（平成19年５月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 209 206 △3 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 771 802 30 

合計 981 1,009 27 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）その他有価証券（営業投資有価証券を含む）   

非上場株式 333 

非上場社債 10 

その他 133 

（2）子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式及び関連会社株式  91 

合計  569 



前連結会計年度（平成18年11月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

次へ 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 80 74 △6 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 200 183 △16 

合計 280 257 △22 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）その他有価証券（営業投資有価証券を含む）   

非上場株式 91 

非上場社債 10 

その他 35 

合計 137 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリ

バティブ取引を除き、該当事項はあ

りません。 

 同左  同左 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

 （注）１ 株式分割後の株式数に換算して記載しております。 

２ （新株予約権の行使の条件） 

①取締役または監査役たる新株予約権者が解任・退任もしくは資格喪失により、会社の取締役または監査

役たる地位を失ったときは権利行使することができない。 

②従業員たる新株予約権者が懲戒処分により降格もしくは解雇されたとき、または退職したときは権利行

使することが出来ない。 

③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、会社と新株予約

権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

  

２．中間連結財務諸表への影響額 

 当社は未上場会社のため中間連結財務諸表への影響額はありません。  

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名 

  当社の監査役１名 

  当社の従業員11名 

  関係会社役員及び関係会社従業員11名 

ストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式 3,620株 

付与日 平成18年５月31日 

権利確定条件（注）２ 
付与日以降、権利行使期間まで権利行使条件を満たす

ことを要する。 

対象勤務期間（注）２ 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年９月29日から平成27年９月27日まで 

権利行使価格（円） 52,000 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．ストック・オプションの内容及び規模 

 当連結会計年度において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

 （注）１ 株式分割後の株式数に換算して記載しております。 

２ （新株予約権の行使の条件） 

①取締役または監査役たる新株予約権者が解任・退任もしくは資格喪失により、会社の取締役または監査

役たる地位を失ったときは権利行使することができない。 

②従業員たる新株予約権者が懲戒処分により降格もしくは解雇されたとき、または退職したときは権利行

使することが出来ない。 

③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、会社と新株予約

権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。 

  

２．連結財務諸表への影響額 

 当社の発行済株式数に占める割合が少ないため連結財務諸表への影響額は僅少であります。 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役１名 

  当社の監査役１名 

  当社の従業員11名 

  関係会社役員及び関係会社従業員11名 

ストック・オプションの付与数（注）１ 普通株式 3,620株 

付与日 平成18年５月31日 

権利確定条件（注）２ 
付与日以降、権利行使期間まで権利行使条件を満たす

ことを要する。 

対象勤務期間（注）２ 対象勤務期間の定めはありません。  

権利行使期間 平成19年９月29日から平成27年９月27日まで 

権利行使価格（円） 52,000 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（企業結合等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

１．企業結合の概要 

（１）取得企業の名称及び事業の内容 

①㈲ケレオス・プロパティー  不動産流動化業 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティー  不動産流動化業 

（２）企業結合を行った主な理由 

①㈲ケレオス・プロパティーは、同社が有する資産及び負債から生ずる利益等の大部分を実質的に当社が享

受することによる当社グループのインベストメントバンク事業の拡大を目的としております。 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティーは、両社が有する資産及び負債から生ずる利益

等の大部分を実質的に当社が享受することによる当社グループのインベストメントバンク事業の拡大を目

的としております。 

（３）企業結合日 

平成19年２月16日 

（４）企業結合の法的形式 

匿名組合出資契約の組合員の地位取得 

（５）結合後企業の名称 

①㈲ケレオス・プロパティー 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティー 

（６）取得した議決権比率 

0.0％（匿名組合出資契約により、当該会社の利益等の大部分を実質的に当社が享受できるため、連結の

範囲に含めております。） 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成19年３月１日から平成19年５月31日 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

（１）被取得企業の取得原価 

（２）取得原価の内訳 

①㈲ケレオス・プロパティー 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティー 

なお、すべて現金で取得しております。 

４．発生したのれんの金額等 

（１）のれんの金額 

（２）発生原因 

①㈲ケレオス・プロパティーの今後の事業展開によって期待される将来の収益力の価値に関連して発生した

もの。 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティーの今後の事業展開によって期待される将来の収

益力の価値に関連して発生したもの。 

（３）償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、２年間で均等償却しています。 

①㈲ケレオス・プロパティー 1,581百万円

②㈲アグライア・プロパティー及び 

㈲ミノス・プロパティー 
49百万円

 匿名組合出資取得費用 1,581百万円

取得原価 1,581百万円

 匿名組合出資取得費用 49百万円

取得原価 49百万円

①㈲ケレオス・プロパティー 301百万円

②㈲アグライア・プロパティー及び 

㈲ミノス・プロパティー 
287百万円



５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

（１）資産の額 

①㈲ケレオス・プロパティー 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティー 

（２）負債の額 

①㈲ケレオス・プロパティー 

②㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティー 

６．取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

７．企業結合が当中間連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益計

算書に及ぼす影響の概算額 

（１）㈲ケレオス・プロパティー 

中間純利益及び１株当たり中間純利益に及ぼす影響はありません。 

（２）㈲アグライア・プロパティー及び㈲ミノス・プロパティー 

中間純利益及び１株当たり中間純利益に及ぼす影響はありません。 

（注）１．上記情報は、必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。また、実際に出資が

期首時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありません。 

２．上記概算額の注記は、監査証明を受けておりません。 

 流動資産 4,133百万円

 固定資産 19 

計 4,152百万円

 流動資産 3,550百万円

 固定資産 19 

 繰延資産 0 

計 3,570百万円

 流動負債 63百万円

 固定負債  2,806 

計 2,869百万円

 流動負債 1,068百万円

 固定負債  2,733 

計 3,801百万円

売上高 56百万円

営業利益 40 

経常利益 26 

税金等調整前中間純利益 26 

売上高 42百万円

営業利益 31 

経常利益 11 

税金等調整前中間純利益 11 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は主たる業務内容を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な役務提供 

アセットマネジメント事業・・・・不動産ファンド、証券ファンドに関わるアセットマネジメント、投資顧

問業 

インベストメントバンク事業 

不動産投資等部門・・・・不動産開発型SPC、不動産等所有SPCに対する匿名組合出資など 

証券投資等部門・・・・・企業再生化、証券仲介業など 

その他事業・・・・・・・・・・・コンサルティング業など 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 

アセット
マネジメ
ント事業 

（百万円） 

インベストメント 
バンク事業 

その他 
事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）不動産投
資等部門 

（百万円）

証券投資
等部門 

（百万円）

営業収益               

(1）外部顧客に対する営業収益 759 △210 314 3 867 － 867 

(2）セグメント間の内部営業収

益又は振替高 
－ － 0 1 2 △2 － 

計 759 △210 315 5 870 △2 867 

営業費用 411 7 97 20 537 192 729 

営業利益（又は営業損失△） 348 △217 217 △15 332 △194 138 

 

前中間連結会計期間 
（自平成17年12月１日 
至平成18年５月31日） 

（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
194 

総務・経理部門等の管理部門に係る費

用、事務所家賃 



当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は主たる業務内容を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な役務提供等 

アセットマネジメント事業・・・・不動産ファンド、証券ファンドに関わるアセットマネジメント、投資顧

問業 

インベストメントバンク事業 

不動産投資等部門・・・・不動産開発型SPC、不動産等所有SPCに対する匿名組合出資及び不動産等

の売却等 

証券投資等部門・・・・・企業投資、証券仲介業など 

その他事業・・・・・・・・・・・美術品投資、コンサルティング業など 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

     ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、前連結会計年度の下期より「投資

事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対

応報告第20号 平成18年９月８日）を適用しております。これにより、特別目的会社等９社を連結の範囲に

含めており、セグメント別については、主にインベストメントバンク事業の不動産投資等において、売上高

が7,406百万円、営業利益が247百万円増加しております。 

 

アセット
マネジメ
ント事業 

（百万円） 

インベストメント 
バンク事業 

その他 
事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）不動産投
資等部門 

（百万円）

証券投資
等部門 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 571 9,002 45 55 9,674 － 9,674 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
11 － － 1 12 △12 － 

計 583 9,002 45 56 9,687 △12 9,674 

営業費用 402 7,225 82 101 7,812 302 8,114 

営業利益（又は営業損失△） 180 1,777 △37 △44 1,875 △315 1,560 

 

当中間連結会計期間 
（自平成18年12月１日 
至平成19年５月31日） 

（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
302 

総務・経理部門等の管理部門に係る費

用、事務所家賃 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は主たる業務内容を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な役務提供 

アセットマネジメント事業・・・・不動産ファンド、証券ファンドに関わるアセットマネジメント、投資顧

問業 

インベストメントバンク事業 

不動産投資等部門・・・・不動産開発型SPC、不動産等所有SPCに対する匿名組合出資及び不動産等

の売却等 

証券投資等部門・・・・・企業投資、証券仲介業など 

その他事業・・・・・・・・・・・美術品投資、コンサルティング業など 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

        ４．「連結財務諸表作成のための基本となる事項」の「会計方針の変更」に記載の通り、当連結会計年度より 

       「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 

       実務対応報告第20号 平成18年９月８日）を適用しております。これにより、特別目的会社等６社を連結の 

       範囲に含めており、セグメント別については、主にインベストメントバンク事業の不動産投資等において、 

       総資産が4,129百万円及び売上高が14,027百万円増加し、営業利益が407百万円減少しております。 

 

アセット
マネジメ
ント事業 

（百万円） 

インベストメント 
バンク事業 

その他 
事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）不動産投
資等部門 

（百万円）

証券投資
等部門 

（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 1,433 18,526 350 72 20,383 － 20,383 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
10 － 0 2 14 △14 － 

計 1,444 18,526 351 75 20,397 △14 20,383 

営業費用 853 13,647 155 81 14,737 536 15,274 

営業利益（又は営業損失△） 590 4,878 195 △5 5,659 △550 5,108 

 

前連結会計年度 
（自平成17年12月１日 
至平成18年11月30日） 

（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

配賦不能営業費用の金額 
536 

 総務・経理部門等の管理部門に係る費

用、事務所家賃 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 本邦の営業収益は、全セグメントの営業収益の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 海外営業収益は、連結営業収益の10％未満であるため、海外営業収益の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 46,721.16円

１株当たり中間純利益

金額 
2,364.24円

１株当たり純資産額 21,795.02円

１株当たり中間純利益

金額 
2,313.76円

１株当たり純資産額 20,713.43円

１株当たり当期純利益

金額 
9,296.11円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。 

 当社は、平成18年３月21日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間及び前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおり

となります。 

潜在株式調整後 

 1株当たり中間純利益 

 金額         2,206.23円

 

  

 当社は、平成18年７月11日付で株式

１株につき10株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

 潜在株式調整後 

 1株当たり当期純利益 

 金額         8,272.68円

  

  

 平成18年3月21日付けで1株を2株、

平成18年7月11日付けで1株を10株とす

る株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会計年度

における1株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

  

前中間連結会計期間  

１株当たり純資産額 35,959.65円

１株当たり中間純利

益金額 
9,797.91円

前連結会計年度  

１株当たり純資産額 46,124.86円

１株当たり当期純利

益金額 
24,609.28円

前中間連結会計期間  

１株当たり純資産額 4,672.12円 

１株当たり中間純利

益金額 
236.42円 

   

   

   

  

 1株当たり純資産額  4,612.49円 

 1株当たり当期純利 

 益金額        2,460.93円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額については、新

株予約権の残高はありますが、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は前中

間連結会計期間末においては非上場で

あり、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 当社は、平成18年７月11日付で株式

１株につき10株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間及び前連結会計年度における１株

当たり情報については、それぞれ以下

のとおりとなります。 

  

  

  

前中間連結会計期間  

１株当たり純資産額 3,595.96円

１株当たり中間純利

益金額 
979.79円

前連結会計年度  

１株当たり純資産額 4,612.49円

１株当たり当期純利

益金額 
2,460.93円

   

   

   

   

   

   

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額については、新

株予約権の残高はありますが、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりませ

ん。 

    



 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

中間（当期）純利益（百万円） 69 766 2,738 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
69 766 2,738 

期中平均株式数（株） 29,192.8 331,293 294,562 

        

潜在株式調整後1株当たり中間（当期） 

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円）  － － － 

普通株式増加数（株） － 16,147 36,441 

（うち、新株予約権）  － (16,147) (36,441) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権（新株予

約権の数1,445個） － －  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１ 株式の譲渡 

 平成18年６月１日に、当社の100％子会

社であるＦＣパートナーズ㈱が保有してお

りましたジャパンジェットチャーター㈱株

式の全株を外部へ売却いたしました。 

１ ───── 

  

 １ ───── 

  

２ 株式分割 

 平成18年６月23日開催の当社の取締役会

決議に基づき、次のように株式分割による

新株式を発行しております。 

イ 平成18年７月11日付をもって普通株式

１株を10株に分割しております。 

２ ───── 

  

  

２ ───── 

  

  

(1）分割により増加する株式数     

普通株式 262,735.2株    

(2）分割方法 

 平成18年７月11日午後３時の株主

名簿に記載された株式の所有株数

を、１株を10株の割合をもって分割

しております。 

  

  

  

  

(3）発行済株式総数     

普通株式 291,928株    

ロ １株当たり情報に及ぼす影響 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間連結会計

期間、当中間連結会計期間及び前連結

会計年度における１株当たり情報及び

当期首に行われたと仮定した場合の当

中間連結会計期間における１株当たり

情報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

  

  

  

  

前中間連結会計期間  

１株当たり純資産額 3,595.96円

１株当たり中間純利益

金額 
979.79円

当中間連結会計期間  

１株当たり純資産額 4,672.12円

１株当たり中間純利益

金額 
236.42円

前連結会計年度  

１株当たり純資産額 4,612.49円

１株当たり当期純利益

金額 
2,460.93円

   

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できませんので記載して

おりません。 

    

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 ３ ───── ３ 匿名組合出資の返還 

 平成19年６月29日に、当社連結子会社であ

る㈲ヘレネ・プロパティーは、同社が匿名組

合出資を行うことによって当社連結子会社と

なっていた㈲ペレウス・プロパティー（以下

「ペレウス」という）より、当該匿名組合出

資の返還及びその分配を受けました。この結

果、ペレウスは当社連結子会社に該当しなく

なりました。 

 ３ ───── 

 ４ ───── 

  

  

  

  

 

  

４ 匿名組合出資の実施 

 平成19年７月19日に当社の連結子会社であ

る有限会社アグライア・プロパティーがカネ

ル・プロパティー合同会社に対し匿名組合出

資を行ったため、カネル・プロパティー合同

会社が当社の連結子会社に該当することとな

りました。 

 ４ ───── 

  

  

  

  

 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   663   4,392 7,672   

２．売掛金   208   56 27   

３．有価証券    －   350 143   

４．営業投資有価証券   284   325 45   

５．関係会社短期貸付
金 

  30   60 110   

６．その他   45   218 178   

  貸倒引当金   －   △6 －   

流動資産合計     1,231 54.2 5,396 55.9   8,177 82.3

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１ 64   2.9 66 0.7 61   0.6

２．無形固定資産   29   1.3 17 0.2 19   0.2

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   －   910 170   

(2）関係会社株式   561   2,840 631   

(3）敷金保証金   141   － －   

(4）その他   241   591 1,009   

投資損失引当金   －   △174 △127   

投資その他の資産
合計 

  944   41.6 4,168 43.2 1,683   16.9

固定資産合計     1,039 45.8 4,253 44.1   1,765 17.7

資産合計     2,271 100.0 9,649 100.0   9,942 100.0

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．短期借入金   564   1,505 851   

２．１年以内返済予定
の長期借入金 

  135   125 132   

３．未払法人税等   82   613 2,052   

４．賞与引当金   5   10 11   

５．賃料保証引当金    －   51 －   

６．その他 ※２ 87   118 127   

流動負債合計     876 38.6 2,424 25.1   3,175 31.9

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   200   75 135   

固定負債合計     200 8.8 75 0.8   135 1.4

負債合計     1,076 47.4 2,499 25.9   3,310 33.3

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年５月31日） 
当中間会計期間末 

（平成19年５月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     260 11.5 1,649 17.1   1,627 16.4

２．資本剰余金           

(1）資本準備金   323   1,711 1,690   

資本剰余金合計     323 14.2 1,711 17.7   1,690 17.0

３．利益剰余金           

(1）利益準備金   －   32 －   

(2）その他利益剰余
金 

          

繰越利益剰余金   624   3,742 3,322   

利益剰余金合計     624 27.5 3,774 39.1   3,322 33.4

株主資本合計     1,208 53.2 7,135 73.9   6,640 66.8

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    △13 △0.6 14 0.2   △8 △0.1

評価・換算差額等合
計 

    △13 △0.6 14 0.2   △8 △0.1

純資産合計     1,194 52.6 7,150 74.1   6,631 66.7

負債純資産合計     2,271 100.0 9,649 100.0   9,942 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益     548 100.0 1,932 100.0   5,667 100.0

Ⅱ 営業費用           

営業手数料   89   31 118   

販売費及び 
一般管理費 

  355 444 81.2 509 540 28.0 856 974 17.2

営業利益     103 18.8 1,392 72.0   4,693 82.8

Ⅲ 営業外収益 ※１   67 12.3 25 1.3   173 3.1

Ⅳ 営業外費用 ※２   8 1.5 21 1.1   60 1.1

経常利益     162 29.6 1,396 72.2   4,805 84.8

Ⅴ 特別利益 ※３   16 2.9 － －   16 0.3

Ⅵ 特別損失 ※４   10 1.8 52 2.7   137 2.4

税引前中間(当期)
純利益 

    168 30.7 1,343 69.5   4,683 82.7

法人税、住民税及
び事業税 

  80   600 2,123   

法人税等調整額   1 81 15.0 △36 564 29.2 △223 1,899 33.6

中間(当期) 
純利益 

    86 15.7 779 40.3   2,784 49.1

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日） 

   

当中間会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

資本準備
金 

資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成17年11月30日 残高（百万
円） 

260 323 323 538 538 1,122 36 36 1,158 

中間会計期間中の変動額         

中間純利益 － － － 86 86 86 － － 86 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － △50 △50 △50 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － 86 86 86 △50 △50 36 

平成18年５月31日 残高（百万
円） 

260 323 323 624 624 1,208 △13 △13 1,194 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成18年11月30日 
残高（百万円） 

1,627 1,690 1,690 － 3,322 3,322 6,640 △8 △8 6,631

中間会計期間中の変動
額 

          

  新株の発行 21 21 21 － － － 42 － － 42

利益準備金の積立 － － － 32 △32 － － － － －

剰余金の配当 － － － － △326 △326 △326 － － △326

中間純利益 － － － － 779 779 779 － － 779

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額（純額） 

－ － － － － － － 23 23 23

中間会計期間中の変動
額合計（百万円） 

21 21 21 32 419 452 495 23 23 518

平成19年５月31日 
残高（百万円） 

1,649 1,711 1,711 32 3,742 3,774 7,135 14 14 7,150



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合
計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

資本準備
金 

資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

繰越利益
剰余金 

平成17年11月30日 残高（百万
円） 

260 323 323 538 538 1,122 36 36 1,158

事業年度中の変動額         

  新株の発行 1,366 1,366 1,366 － － 2,733 － － 2,733

当期純利益 － － － 2,784 2,784 2,784 － － 2,784

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

－ － － － － － △44 △44 △44

事業年度中の変動額合計（百万
円） 

1,366 1,366 1,366 2,784 2,784 5,517 △44 △44 5,472

平成18年11月30日 残高（百万
円） 

1,627 1,690 1,690 3,322 3,322 6,640 △8 △8 6,631



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 

至 平成18年11月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

イ ───── 

  

(1）有価証券 

イ 売買目的有価証券 

 時価法(売却原価は移動平均

法により算定) 

  

(1）有価証券  

イ 売買目的有価証券 

 同左 

   ロ 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法に基づく原価法 

  

ロ 子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

  

 ロ 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

  

  ハ その他有価証券 

  

① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

 評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。 

ハ その他有価証券（営業投資有

価証券を含む） 

① 時価のあるもの 

  同左 

  

 ハ その他有価証券（営業投資有

価証券を含む） 

 ① 時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基 

  づく時価法 

 評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。 

  ② 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価

法 

  

② 時価のないもの 

 同左 

 ② 時価のないもの 

同左 

  ニ ───── 

  

 ニ その他の関係会社有価証券 

 ①  匿名組合出資 

 匿名組合が獲得した純損益

の持分相当額について、「営

業投資損益」に計上するとと

もに同額を「その他の関係会

社有価証券」に加減しており

ます。 

 ニ その他の関係会社有価証券 

  ①  匿名組合出資 

  同左 

  

  

  

  

  

    

  

  

 ②  その他 

   移動平均法に基づく原価法 

  

 ②  その他 

    同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

  

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

   同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、建物（附属設備は

除く）は定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

建物       15～30年 

工具器具及び備品 ４～20年 

  

イ 有形固定資産 

定率法 

 ただし、建物（附属設備は

除く）は定額法によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

建物       ６～30年 

工具器具及び備品 ４～20年 

  

(会計方針の変更） 

 当中間会計期間から法人税

法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正法人

税法に規定する償却方法によ

り、減価償却費を計上してお

ります。 

 なお、この変更に伴い損益

計算書に与える影響は軽微で

あります。  

  

イ 有形固定資産  

  定率法 

   ただし、建物（附属設備は

除く）は定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。    

建物       ６～30年 

工具器具及び備品 ４～20年 

  ロ 無形固定資産 

①  営業権 

 ３年間で均等償却してお

ります。 

  

ロ 無形固定資産 

①  ───── 

  

ロ 無形固定資産  

①  営業権 

   ３年間で均等償却してお 

  ります。 

     ②  ───── 

  

  

   ②  のれん 

 効果が発現すると見積も

られる期間（３年）で定額

法により償却しておりま

す。 

  

    ②  ───── 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

３．引当金の計上基準 イ ───── イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社は、一般債権に

ついては貸倒実績率により、ま

た、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。なお、当中間会

計期間は貸倒実績はありませ

ん。 

  

イ 貸倒引当金  

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社は、一般債権に

ついては貸倒実績率により、ま

た、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上

しております。なお、当期は貸

倒実績はありません。 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額に基づき当中間会計期間

の負担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額に基づき当中間会計期間

の負担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金  

  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給

見込額に基づき当事業年度の負

担額を計上しております。 

   （追加情報） 

 従来、従業員賞与は業績比例

により賞与枠を算定し、支給予

定額を未払費用に計上しており

ましたが、当中間会計期間に業

績評価期間が明確に定められた

ことにより、当該期間に基づく

賞与支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しております。 

 この結果、従来と比べて販売

費及び一般管理費が５百万円増

加し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が同額減少し

ております。 

  

  

  

  

  

 （追加情報） 

 従来、従業員賞与は業績比例

により賞与枠を算定し、支給予

定額を未払費用に計上しており

ましたが、当事業年度に業績評

価期間が明確に定められたこと

により、当該期間に基づく賞与

支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。 

 この結果、従来と比べて販売

費及び一般管理費が11百万円増

加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が同額減少し

ております。 

  ハ ───── ハ 投資損失引当金 

 関係会社に対する投資により

発生の見込まれる損失に備える

ため、その資産内容等を検討し

て計上しております。 

  

ハ 投資損失引当金  

 同左 

  

  ニ ───── ニ 賃料保証引当金 

 不動産投資において売却した

物件にかかる買主への賃料保証

契約に基づく賃料保証費の支払

に備えるため、賃料保証費発生

見込み額を計上しております。 

ニ ───── 

  

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

 同左  同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

５．ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理によっております。 

  

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、特殊処理の要件

を満たしている金利スワップに

ついては特殊処理によっており

ます。 

イ ヘッジ会計の方法  

  同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ 

ヘッジ対象・・・借入金の利

息 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

  ハ ヘッジ方針 

 変動金利借入利息の将来の金

利上昇による増加を軽減するこ

とを目的に、変動金利を受取

り、固定金利を支払う金利スワ

ップ取引を行っております。 

  

ハ ヘッジ方針 

 同左 

ハ ヘッジ方針  

  同左 

  ニ ヘッジ有効性の評価 

 特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

ニ ヘッジ有効性の評価 

 同左 

ニ ヘッジ有効性の評価  

  同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

  

     ────────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響は

ありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,194百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

     ────────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額

は  6,631百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

（ストックオプション等の会計基準） 

 当中間会計期間より会社法施行日以後に付

与されたストックオプションについて、「ス

トックオプション等に関する会計基準（企業

会計基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストックオプション等に関する会計基準の

適用指針（企業会計基準適用指針第11号 平

成17年12月27日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

  

     ────────── 

  

 （ストックオプション等の会計基準） 

 当事業年度より会社法施行日以後に付与さ

れたストックオプションについて、「ストッ

クオプション等に関する会計基準（企業会計

基準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ックオプション等に関する会計基準の適用指

針（企業会計基準適用指針第11号 平成17年

12月27日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 

  

     ────────── 

  

（役員賞与に関する会計基準）  

 当事業年度より「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

 ────────── 

  

 （企業結合及び事業分離等に関する会計基

準） 

  当中間会計期間より、「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18

年12月22日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

 ────────── 

  



表示方法の変更 

前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 

至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年12月１日 

至 平成19年５月31日） 

           ──────────  「投資有価証券」は、前中間会計期間末まで投資その他の資産の

「その他」に含めて表示していたが、当中間会計期間末において資

産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額は93百万円で

あります。 

 前中間会計期間末まで投資その他の資産に区分掲記しておりまし

た「敷金保証金」（当中間会計期間末の残高は143百万円）は、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の5以下となったため、投

資その他の資産の「その他」に含めて表示することにしました。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  10百万円   19百万円   15百万円

     

※２．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

  

※２．消費税等の取扱い 

  同左 

 ※２．───── 

  

 ３．偶発債務 

債務保証 

 次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

 ３．───── 

  

  

 ３．─────  

  

  

保証先 
金額 

（百万
円） 

内容 

ファンドクリエー
ション不動産投信
㈱ 

110 借入債務 

計 110 － 

   

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1百万円

受取配当金 65 

受取利息 12百万円

受取配当金  9 

受取利息 3百万円

受取配当金 167 

  

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 8百万円 支払利息 21百万円 支払利息  21百万円

株式交付費  16 

上場関連費用  23 

  

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．───── ※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 16百万円   貸倒引当金戻入益 16百万円

 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

関係会社株式評価損 10百万円 投資損失引当金繰入額 46百万円

貸倒引当金繰入 6  

関係会社株式評価損 10百万円

投資損失引当金繰入額 127  

  

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 3百万円

無形固定資産 9 

有形固定資産 4百万円

無形固定資産 10 

有形固定資産 8百万円

無形固定資産 19 



（リース取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当社は、リース契約１件当たりの金額が少額のため、注記を省略しております。 

当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 当社は、リース契約１件当たりの金額が少額のため、注記を省略しております。 

前事業年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 当社は、リース契約１件当たりの金額が少額のため、注記を省略しております。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年５月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年５月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（平成18年11月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 （企業結合等関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 中間連結財務諸表注記事項の（企業結合等関係）に記載のとおりであります。  

  



（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 40,930.85円

１株当たり中間純利益

金額 
2,948.59円

１株当たり純資産額 21,382.19円

１株当たり中間純利益

金額 
2,352.05円

１株当たり純資産額 20,287.63円

１株当たり当期純利益

金額 
9,452.21円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できま

せんので記載しておりません。 

 当社は、平成18年３月21日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

及び前事業年度における１株当たり情

報については、以下のとおりとなりま

す。 

潜在株式調整後 

1株当たり中間純利益 

金額           2,242.74円

  

  

当社は、平成18年７月11日付で株式１

株につき10株の株式分割を行っており

ます。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期間

における１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 

  

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

金額           8,411.59円

  

  

平成18年３月21日付けで1株を2株、平

成18年７月11日付けで1株を10株とす

る株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度にお

ける1株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

  

前中間会計期間  

１株当たり純資産額 37,454.61円

１株当たり中間純利

益金額 
9,530.13円

前事業年度  

１株当たり純資産額 39,695.75円

１株当たり当期純利

益金額 
15,090.37円

前中間会計期間  

１株当たり純資産額 4,093.09円

１株当たり中間純利

益金額 
294.86円

   

１株当たり純資産額 3,969.58円

１株当たり当期純利

益金額 
 1,509.04円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額については、新

株予約権の残高はありますが、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約権

の残高はありますが、前中間会計期間

末においては当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できませんの

で記載しておりません。 

  



 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日)

前事業年度 
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

中間（当期）純利益（百万円） 86 779 2,784 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
86 779 2,784 

期中平均株式数（株） 29,192.8 331,293 294,562 

        

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）

純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円）   
－ － － 

普通株式増加数（株）  － 16,147 36,441 

（うち、新株予約権）   － (16,147) (36,441) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株予約権（新株予

約権の数1,438個） － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

株式分割 

 平成18年６月23日開催の当社の取

締役会決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

      ───── 

  

      ───── 

  

イ 平成18年７月11日付をもって

普通株式１株を10株に分割して

おります。 

    

(1）分割により増加する株式数     

普通株式 262,735.2株    

(2）分割方法 

 平成18年７月11日午後３時

の株主名簿に記載された株式

の所有株数を、１株を10株の

割合をもって分割しておりま

す。 

  

  

  

  

(3）発行済株式総数     

普通株式 291,928株    

ロ １株当たり情報に及ぼす影響 

 なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の前

中間会計期間、当中間会計期間

及び前事業年度における１株当

たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期

間における１株当たり情報につ

いては、それぞれ以下のとおり

となります。 

  

  

  

  

前中間会計期間  

１株当たり純資産額 3,745.46円

１株当たり中間純利

益金額 
953.01円

当中間会計期間  

１株当たり純資産額 4,093.09円

１株当たり中間純利

益金額 
294.86円

前事業年度  

１株当たり純資産額 3,969.58円

１株当たり当期純利

益金額 
1,509.04円

   

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額について

は、新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であり、期中

平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

    



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第４期）（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日）平成19年２月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年８月24日 

株式会社ファンドクリエーション  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 田  哲 生  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺 田  昭 仁  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ファンドクリエーションの平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年

12月１日から平成18年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ファンドクリエーション及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                 以  上 

  

  ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提 

    出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年８月24日 

株式会社ファンドクリエーション  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 田  哲 生  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 寺 田  昭 仁  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ファンドクリエーションの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年

12月1日から平成19年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ファンドクリエーション及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                  以  上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提 

   出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年８月24日 

株式会社ファンドクリエーション  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 田  哲 生  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
  公認会計士 寺 田  昭 仁  印 

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ファンドクリエーションの平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成17年12

月１日から平成18年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ファンドクリエーションの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                  以  上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提 

   出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年８月24日 

株式会社ファンドクリエーション  

  取締役会 御中      

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 田  哲 生  印 

 
指定社員  

業務執行社員 
  公認会計士 寺 田  昭 仁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ファンドクリエーションの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成18年12

月１日から平成19年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ファンドクリエーションの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成

18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                                 以  上 

  

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提 

   出会社）が別途保管しております。 
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